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１． 研究課題 
 本研究では人間特性計測システムを用いて，医療福祉ロボット，パートナーロボット，コンピュ

ータグラフィックスなどのヒトの身体動作解析に基づいたアプローチが必要となる研究領域にお

いて，人間中心設計の方法論の確立を目指す．本研究では人間特性計測システムを用いて、人の動

作状態の計測や人の動作意図を反映する生体指標の解析をすることにより、個人の状態を同定し，

個人に対し適応的に振る舞う人間中心型知能システムの開発を目指す．本研究室では，「個人に必

要最低限の抵抗負荷を与えるリハビリテーションロボット」の研究があり，本年度の研究成果を次

節より報告する．本項では，その研究の社会背景，特徴，及び課題点を下記に述べる．  

骨格筋の機能低下は、自立心や日常生活能力を低下させ加齢に伴う深刻な問題の一つである．筋

力低下状態からの回復を促すためには，各個人の身体状況に適した訓練が重要である．特に骨折時

等の治療では，長期の安静臥床や関節の固定が必要となり，筋を長期間使用しないため，廃用性筋

萎縮が誘発される．萎縮した筋を効率的に肥大させ，効率的な筋回復を促進させることが重要であ

る．一方で，高齢者においては、強い抵抗負荷は傷害のリスクを伴うため，傷害リスクが高くない

効果的な抵抗負荷の設定が，骨格筋肥大に向けたリハビリテーションにとって重要である．そこで，

本研究では，個人に適した最小抵抗負荷を推定し，印加するシステムを提案した． 

 

２． 主な研究成果 

２．１．最小負荷印加ロボットの開発 

  表面筋電図（EMG）の測定は，患者の筋状態を判断するための比較的容易かつ非侵襲的な方法

である．抵抗負荷の増加に伴い，疲労抵抗性の筋線維群から疲労感受性の筋線維群へと動員される

筋線維群が変化する．疲労しやすい筋線維群の動員が筋肥大の成長を促す代謝物質の分泌につなが

る．一回の抵抗運動時の筋活動を計測するために，印加した抵抗負荷に対する積分 EMG（IEMG）を

取得した．筋電位の大きさは活性化された筋繊維の数に関連する．筋の表層から深部へと順に筋線

維群が動員されていくため，負荷の増加に応じて IEMG の増加率は減少する傾向がある．そこで，

IEMG と抵抗負荷の関係を表現するために，勾配が 0に近づく対数関数を適用した．そして，疲労し

やすい筋線維群の動員がされる前と後で 2種類の対数曲線の式が変化すると考えた．図 1に示すよ

うに，抵抗負荷を漸増的に印加し，IEMG-抵抗負荷関係をプロットするための IEMG を得ることが可

能なワイヤ駆動ロボットシステムを開発した．このシステムは、IEMG と抵抗負荷の関係を対数モデ

ルに近似し、対数関数の型の変化をリアルタイムに検出することで，有効負荷の最小離散値を検出

することができる． 



 

図 1 最小抵抗負荷印加のためのワイヤ駆動型ロボットシステム 

 

 

図 2 システムの変数の定義 

 

IEMG は，膝蓋骨上縁と上前腸骨蕀を結んだ線の中点に貼り付けた EMG センサ（SX230-1000，
Biometrics 社製）により計測した．また，大腿骨内外側顆上と，脛骨・腓骨の内外側果上両端に貼

り付けた Goniometer（SG150，Biometrics 社製）により膝関節角度を計測した．関節角度とワイヤ

張力値を基に，関節のトルク―角度特性に近い性質で抵抗力を印加可能なゴムバンドを用いた膝伸

展運動訓練方法を模倣した．椅子に座った被験者の足関節にワイヤを取り付け，膝関節角度とワイ

ヤ張力をフィードバックし，回転位置ベースの力制御で電気モーターを制御することにより張力を

自動調整した．ロードセルを用いた 6 種類のゴムバンド特性の測定結果から，滑車からのワイヤ長

さ L に応じた目標ワイヤ張力 Ft の計算式を以下のように近似した（変数の定義は図２の通り）． 
 

𝐹௧ = 𝑎 ⋅ 𝑙𝑜𝑔( 𝐿) − 𝑏, (1) 

𝐿 =

 ට(𝑑 + 𝑙・ 𝑐𝑜𝑠 𝜃)ଶ + (𝑙・(1 − 𝑠𝑖𝑛 𝜃))ଶ . 
(2) 

 
印加した抵抗負荷に対する積分 EMG（IEMG）を取得した．筋電位の大きさは活性化された筋繊

維の数に関連する．筋の表層から深部へと順に筋線維群が動員されていくため，負荷の増加に応じ

て IEMG の増加率は減少する傾向がある．そこで，IEMG と負荷の関係を表現するために，勾配が

0 に近づく対数関数を適用した．そして，疲労しやすい筋線維群の動員がされる前と後で 2 種類の



対数曲線の式が変化すると考えた．筋肥大に有効な負荷の最小値を検出するために，抵抗負荷と

IEMG のプロットを対数モデルで近似し，対数関数の型の変化を検出した． 
 

２．２．実験結果とまとめ 

 若年健常者 6名（男女 3名ずつ）において実験を行った．脚伸展運動速度は 30±5°/s とし，図

2 のように，開発したシステムでゴムバンドを模した力制御を実施した．被験者は膝関節角度の基

準値と実測値をカラーバーで示した画面を見ながら膝を伸展させた．試験荷重はピーク値まで約 5N

のステップで増加させた．最小負荷は男性 40N，女性 35N とし，最大負荷は各年齢層の筋力を考慮

して 75～90N の範囲とした．大腿部周囲長に基づく急性大腿部膨張率を計測することが，筋肥大に

影響を持つかどうかを判定する最も簡単な方法である．本実験の目的は，開発したシステムの短期

的な効果の検証であるため，実験時間を考慮し，筋成長に及ぼす潜在的な影響を評価する簡単な方

法を用いた． 

図 3 に、6 名の若年被験者の大腿部膨張率を示す．近似した対数関数が変化を検出することで導

出した抵抗負荷とそれよりも 1段階小さい負荷と 1段階大きい負荷の膨張率を比較した．検出した

抵抗負荷と 1段階小さい負荷の膨張率には有意な違いがあった．すべての被験者は、導出した抵抗

負荷閾値で下肢伸展運動を行った後、急性大腿拡張を経験した。これらの結果から、本手法は廃用

性筋萎縮により筋力が低下した患者に対して、より安全で効果的なリハビリテーション運動法を提

供できる可能性が示唆された。 

 

 

図 3 提案手法で推定した負荷とその前後の負荷における大腿部周囲径の増加率 
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４． 研究活動の課題と展望  
 本研究では，個人に応じて抵抗負荷を調整可能なワイヤ駆動式の抵抗負荷印加装置を開発し．低

負荷印加時の表面筋電位の情報から，大腿周囲長を効果的に膨張させることが可能な抵抗負荷の大

きさを推定することができた.本手法では，大腿部のみを対象としたものとなっているため，全身

の部位へシステムを拡張することが今後の課題である． 


